






































究に基づいて述べる．筆者の問題意識は以下の 3 点に及ぶ．第 1 に，メーカーの経験効果が経済学
ないし経営学的な基礎条件として扱われることに対して，販売業者の経験効果については一部の研
究において“記述”されるのみであること．すなわち，販売業者の経験効果を図示する作業が必要





















売依存度」に注目するもの（石原 1982: 210–217, 同 2000: 248），交渉力の源泉は「局地的なもの」（時
福冨　言：販売業者の経験効果：自動車販売と住宅販売 135
期や産業，地域などによってまちまち）であるという指摘の上で情報の偏在や「情報処理能力の分

















































を得ることができるかもしれない．販売リスクの負担は商業者の重要な機能の 1 つである（Clark 
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とが見込めるからである．また，決算月の変更もなく，一貫したデータの入手が可能であった．














自動車工業会『自動車統計年報』第 1 集（1973 年）から第 28 集（2000 年）および同『自動車統
計月報』（最近まで）に記載の「新車新規登録・届出台数」ないし「新車登録台数」を参照し，国
内の普通乗用車・小型乗用車の販売台数データを得た．なお，2004 年 1 月より登録台数の集計がシャ
シー･ベースからナンバー・ベースへと変更された．2003 年度の値は“2003 年 4 月”から“同年
12 月”までのシャシ ・ーベースの販売台数と“2004 年 1 月”から“同年 3 月”までのナンバ ・ーベー
スの販売台数を合算させた．また，データ・ソース上に誤りあるいは訂正を発見した．1974 年度






分析開始時点（t0）は，X 社のデータの入手状況に合わせて 1970 年度とした．トヨタの人件費
や販売台数，X 社の販売台数のデータはこの t0 よりも前の期間から入手できたが，すべてのデータ
が揃う時点に合わせざるをえなかった．残念ながら，t0 の時点でトヨタと X 社が創業し，初期から
一定の売上を得ていると仮定しなければならない．
各費目への出費額は総務省統計局発表の「消費者物価指数　長期時系列データ　品目別価格指数






























本稿における第 2 の事例は日本の住宅業界から Y 社を取り上げる．Y 社は，ある特定の製法で住
宅を建設するメーカーであり，販売業者でもある．創業は著名な同業他社に比べて最近だが，2007
年 3 月現在で住宅供給量の上位 20 社のうちに入る．他社の内訳が定かでないため断言できないが，
注文住宅と建売住宅の供給量では恐らく国内十指に入る（後述の矢野経済研究所のデータ・ソース
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による）．
事例研究の対象として選択する理由について．Y 社は，真の創業時と t0 との差を可能な限り短く
することを意図したとき，適切な事例であった．販売管理費と売上原価の比較については，t0 を創
業年の 3 年後，1977 年度と設定することができた．ただし，販売手数料と研究・開発費など，明




















であることも否めない（たとえばある年の販売戸数が 6,000 戸で次の年の販売戸数が 7,200 戸とい
うように）．また，Y 社の特殊な要素として，同業の親会社の存在を挙げなければいけないだろう．







めに t0 を 1977 年度とした，販売管理費と売上原価との対比である．その後，t0 を 1987 年度として
販売手数料，研究・開発費，人件費，広告・宣伝費，原材料費，外注設計費，以上の費目について
累積販売戸数との関係を見ていく．
1977 年度を t0 とし，Y 社の販売管理費と売上原価について，各期のユニットコストをプロット
したものがそれぞれ図 4 と図 5 である．







次は t0 を 1987 年度に設定し，6 つの費目―販売手数料，研究・開発費，人件費，広告・宣伝費，
原材料費，外注設計費―以上のユニットコストの推移について見ていこう．それぞれ図 7 から図
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The Experience Effect of the Sellers: 
Japan’s Auto Industry Case and Housing Industry Case
Gen FUKUTOMI
ABSTRACT
The author intends to examine the experience effect of the sellers. For this purpose, two cases are 
to be introduced, (1) a labor cost comparison between a Japanese auto retailer and an auto manufacturing 
giant, and (2) a comparison between the sales-related costs and the production-related costs of a 
Japanese housing manufacturer. The first case is an inter-firm comparison and the second is an intra-
firm comparison. The author draws the experience curves of the sellers (or of the sales-related 
expenses). The findings are as follows:
(1) Along with the cumulative amount of sales, the cost curves of the sellers are not declining in 
both cases, and
(2) Even the experience effect of the manufacturers (or of the production indices) is not apparent 
when using data acquired from financial reports.
To conclude this article, the experience effect of the sellers is still ambiguous. The auto case and 
the housing case are suitable to count the amount of selling units, but the author treats a wide 
assortment of products indifferently in each case. However, this conclusion is tentative as the research 
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図　経験効果の製販比較（住宅）のために
（出典）Y 社の有価証券報告書（自動車販売の事例と同じデータ・ソース），および株式会社矢野経済研究所『住
宅産業白書』各年版．物価指数による調整は施していない．データ・ソースによって費目の呼称が異なる場
合がある（「開発費・試験研究費」が「研究開発費」であるなど）が，一貫性・連続性は確認済み．
